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平成20年12月18日

平成２１年度一般会計当初予算の要求状況

県では、予算編成過程の透明性を高めるため、平成14年度当初予算から、それまでの予算案（予算案の概要、

主要事業の概要等）の公表に加え、予算要求段階の情報の公開に取り組んでおります。

、 。ここに掲載した要求状況は 平成20年11月14日現在での各部局からの予算要求の内容を取りまとめたものです

平成21年度の当初予算の編成に当たっては、新たな行財政改革大綱に沿って、これまでの財政健全化努力を継

続するとともに、青森県基本計画・未来への挑戦の推進と予算編成の一体性を確保しつつ 「選択と集中」を徹、

底し 「最小の経費で最大の効果」をあげるよう努めて参ります。、

なお、今後見積られる県税・地方交付税等の歳入の動向や国の予算、査定結果等によって、今回公表する事業

費等が大きく変わる可能性があります。

今回、掲載する資料は、次の 2種類です。

要求見積額要求見積額要求見積額要求見積額のののの総額総額総額総額

基本計画推進重点枠経費基本計画推進重点枠経費基本計画推進重点枠経費基本計画推進重点枠経費のののの要求概要要求概要要求概要要求概要

要求見積額要求見積額要求見積額要求見積額のののの総額総額総額総額

平成21年度当初予算の要求見積額の総額は、約6,990億円となっており、平成20年度当初予算額と比較し、

約88億円、1.2％の減となっています。

款別要求見積額●

（ 単位：百万円 、％）

平 成21年度

要 求見積額

平成 20年度

当初 予算額
増　減　額 伸 び率

議 会 費 1,303 1,324 △ 21 △ 1.6

総 務 費 31,661 32,089 △  428 △ 1.3
民 生 費 75,513 75,919 △  406 △ 0.5

環 境 保 健 費 29,708 27,419 2,289 8.3

労 働 費 1,809 1,762 47 2.7

農 林 水 産 業 費 66,021 70,771 △ 4,750 △ 6.7

商 工 費 56,035 54,256 1,779 3.3

土 木 費 96,869 105,547 △ 8,678 △ 8.2

警 察 費 32,658 32,333 325 1.0

教 育 費 152,274 151,568 706 0.5

災 害 復 旧 費 5,089 5,714 △  625 △ 10.9

公 債 費 118,439 117,498 941 0.8

諸 支 出 金 31,450 31,450 0 0.0

予 備 費 150 150 0 0.0

合 　　計 698,979 707,800 △ 8,821 △ 1.2

款 　　名
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部局別要求見積額●

部局別では、総務部は退職手当の減（約5億円の減）等により約 7 億円の減、企画政策部は鉄道管理費の減

（約 4 億円の減）等により約2億円の減、環境生活部は汚染拡散防止対策事業費の増（約24億円の増）等によ

り約23億円の増、健康福祉部は県立つくしが丘病院の整備に係る負担金の減（約 6億円の減）等により約 3 億

円の減、商工労働部は特別保証融資制度貸付金の減（約8億円の減）等により約 5 億円の減、農林水産部は経

営構造対策事業費補助（約19億円の減 、野菜・畑作物産地条件整備事業費（約12億円の減）及び公共事業関）

係費（約13億円の減）の減等により約51億円の減、県土整備部は公共事業関係費（約30億円の減）及び新幹線

鉄道整備事業費負担金（約53億円の減）の減等により約88億円の減、エネルギー総合対策局は電源立地対策費

補助の増（約19億円の増）等により約22億円の増、警察本部は退職手当の増（約 3 億円の増）等により約 3 億

円の増、教育委員会は退職手当の増（約8億円の増）等により約 9 億円の増となっています。

（単位：百万円、％）
平成21年度
要求見積額

平成20年度
当初予算額

増　減　額 伸び率

総 務 部 178,022 178,758 △ 736 △ 0.4
企 画 政 策 部 5,858 6,040 △ 182 △ 3.0
環 境 生 活 部 11,211 8,940 2,271 25.4
健 康 福 祉 部 94,858 95,205 △ 347 △ 0.4
商 工 労 働 部 45,406 45,885 △ 479 △ 1.0
農 林 水 産 部 67,660 72,776 △ 5,116 △ 7.0
県 土 整 備 部 100,387 109,171 △ 8,784 △ 8.0
ｴﾈﾙ ｷﾞｰ総合 対策局 12,371 10,141 2,230 22.0
警 察 本 部 32,657 32,333 324 1.0
教 育 委 員 会 147,049 146,164 885 0.6
議会・各種委員会等 3,500 2,387 1,113 46.6

合　　計 698,979 707,800 △ 8,821 △ 1.2

部　局　名
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増減の主なもの□

（単位：百万円）

総 務 費 総 務 部 退職手当 △ 493

県民税徴収取扱費交付金 △  1,117

防災ヘリコプター運航事業費 △ 107

青森県防災情報ネットワーク整備事業費 1,327

市町村合併特例交付金 △ 280

中核病院経営健全化補助金 △ 124

衆議院議員選挙費 1,080

企 画 政 策 部 駅舎附帯施設整備事業費補助 87

大間・函館航路維持事業費補助 60

農林業センサス調査費 114

鉄道管理費 △ 392

民 生 費 健 康 福 祉 部 介護給付費県負担金 870

介護保険財政安定化基金積立金 △ 706

老人福祉施設整備費補助 △ 241

老人医療費負担金 △ 828

国民健康保険財政調整交付金 △ 461

後期高齢者医療費負担金 1,085

後期高齢者医療保険基盤安定制度負担金 389

後期高齢者医療財政安定化基金積立金 332

環 境 保 健 費 環 境 生 活 部 青森原子力センター機器整備事業費 △ 161

汚染拡散防止対策事業費 2,364

健 康 福 祉 部 県立中央病院負担金 △ 199

県立つくしが丘病院負担金（整備分） △ 648

農 林 水 産 業費 農 林 水 産 部 地方独立法人化準備事業費 △ 135

経営構造対策事業費補助 △  1,880

野菜・畑作物産地条件整備事業費 △  1,189

家畜排せつ物利活用施設整備対策事業費補助 △ 153

畜産基地建設事業償還金 △ 156

公共事業関係費（一般公共、災害公共、国直轄、県単公共） △  1,296

商 工 費 商 工 労 働 部 21あおもり産業総合支援センター貸付金 195

青森県特別保証融資制度貸付金 △ 770

ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ総 合対 策局 環境科学技術研究所立地事業費補助 △ 367

電源立地地域対策費補助 2,078

国際核融合拠点教育環境整備事業費 299

土 木 費 県 土 整 備 部 東北新幹線鉄道整備事業費負担金 △  6,667

北海道新幹線鉄道整備事業費負担金 1,392

公共事業関係費（一般公共、災害公共、国直轄、県単公共、施設整備費） △  3,040

警 察 費 警 察 本 部 退職手当 336

庁舎大規模改修事業費 102

新通信指令システム更新事業費 △ 432

交通安全施設整備事業費 132

ＩＣ運転免許証導入関係費 235

教 育 費 教 育 委 員 会 退職手当 837

県立学校施設整備費 276

三内丸山遺跡展示・収蔵施設改修工事費 239

災 害 復 旧 費 県 土 整 備 部 過年発生災害復旧費 △ 129

公 債 費 総 務 部 公債費 878

諸 支 出 金 総 務 部 諸支出金 △ 627

事　　　　業　　　　名
対前年度
増 減 額

款　　名 部　局　名
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当初予算見積限度額当初予算見積限度額当初予算見積限度額当初予算見積限度額とととと要求見積額要求見積額要求見積額要求見積額のののの増減額増減額増減額増減額（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源ベースベースベースベース））））（参 考）

当初予算編成方針作成時点での想定額と今回の要求見積額を で比較すると、全体として概ね一般財源一般財源一般財源一般財源ベースベースベースベース

想定額以内の見積りとなっています。

基本計画推進重点枠経費基本計画推進重点枠経費基本計画推進重点枠経費基本計画推進重点枠経費のののの要求概要要求概要要求概要要求概要

（ 別 冊 ）

（単位：億円）
編成方針作成時点
想　　 定 　　額

要 求 見 積 額 増　減　額

人件費 1,753 1,753 0

扶助費 70 68 △ 2

社会保障関係費 559 559 0

公債費 1,180 1,180 0

344 344 0

64 66 2

69 68 △ 1

31 30 △ 1

1 1 0

24 23 △ 1

21 22 1

33 33 0

404 411 7

30 27 △ 3

10 5 △ 5

0 0 0

4,593 4,590 △ 3

区　　　　　　分

合　　　　　　計

緊急課題・行財政改革対応経費

施設整備費

基本計画推進重点枠経費

メリットシステム経費

公共関係

事業費

義務的
経費等

義務的
経　費

部局政策経費

大規模プロジェクト事業費

災害公共事業費

国直轄事業負担金

県単公共事業費

税収連動交付金

一般公共事業費

その他義務的経費


